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○ 条 例 

79 大津市議会会議条例等の一部を改正する条例…………………………………………………………………１ 

大津市議会会議条例等の一部を改正する条例を公布する。 

 平成28年９月12日 

大津市長  越    直  美 

大津市条例第79号 

大津市議会会議条例等の一部を改正する条例 

 （大津市議会会議条例の一部改正） 

第１条 大津市議会会議条例（平成26年条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

目次 

 第１章の２ 議決事件（第６条の２） 

 

第１章の３ 議会の委任による専決処分（第６条

の３） 

第１章の２ 議決事件 

目次 

第１章の２ 議決事件等（第６条の２－第６条の

４） 

第１章の３ 議会の委任による専決処分（第６条

の５） 

第１章の２ 議決事件等 

（議決事件） （議決事件） 

第６条の２ 法第96条第２項の規定による議会の議

決すべき事件は、次のとおりとする。 

第６条の２ 法第96条第２項の規定による議会の議

決すべき事件は、次のとおりとする。 

⑴ 本市における総合的かつ計画的な行政の運営

を図るための基本構想の策定、変更又は廃止 

⑴ 大津市総合計画基本構想の策定、変更又は廃  

止 

⑵ 基本計画（前号の基本構想を実現するための

基本的な計画で、市政全般にわたり総合的かつ

体系的に定めるものをいう。）の策定、変更又

は廃止 

⑵ 大津市総合計画基本構想を実現するための基

本的な計画で、市政全般にわたり総合的かつ体

系的に定めるものの策定、変更又は廃止 

⑶ 大津市災害等対策基本条例（平成27年条例第

48号）第22条第２項に規定する災害復興計画の

策定、変更又は廃止 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 大津市災害等対策基本条例（平成27年条例第

48号）第22条第２項に規定する災害復興計画の

策定、変更又は廃止 

⑷ 大津市国土利用計画の策定、変更又は廃止 

⑸ 大津市教育大綱（大津市教育振興基本計画を

もって教育大綱に代える場合は、同計画のう

ち、基本的な方針及び講ずべき施策のうち重点

的に取り組む事項に係る部分）の策定、変更又

は廃止 

⑹ 大津市行政改革大綱の策定、変更又は廃止 

⑺ 大津市公共施設マネジメント基本方針のう

ち、マネジメント方針に係る部分の策定、変更

又は廃止 

⑷ 姉妹都市又は友好都市の提携又は解消 

 

⑻ 姉妹都市又は友好都市の提携又は解消 

（議決対象計画に係る執行機関への意見の申出) 

  

条 例 

 

市 章 
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 第６条の３ 議会は、市を取り巻く社会経済情勢の

変化等の理由により、前条第１号から第７号まで

に掲げる計画（以下「議決対象計画」という。）

を策定し、変更し、又は廃止する必要があると認

めるときは、当該議決対象計画を所管する執行機

関に対し、意見を申し出ることができる。 

（重要な計画に係る議長への報告） 

第６条の４ 執行機関は、議決対象計画以外の計画

であって市のパブリックコメント制度の対象とな

るものを策定し、変更し、又は廃止しようとする

ときは、あらかじめ、議長にその趣旨及び概要を

報告するものとする。 

（議会の委任による専決処分） （議会の委任による専決処分） 

第６条の３ 法第180条に規定する議会の委任によ

る専決処分は、次のとおりとする。 

第６条の５ 法第180条第１項の規定により市長の

専決処分事項として指定するものは、次のとおり

とする。 

⑴ 訴訟物の価格が500,000円以下の訴訟の提起 ⑴ 訴訟物の価額が1,000,000円以下の訴訟の提 

起 

⑵ 仮処分及び仮差押に関すること。  

⑶ １件100,000円以下の市の現金又は物品の亡

失又は毀損があった場合において、法第243条

の２第８項の規定による市職員の損害賠償責任

の免除に関すること。 

⑵ １件100,000円以下の市の現金又は物品の亡

失又は毀損があった場合において、法第243条

の２第８項の規定による市職員の損害賠償責任

の免除に関すること。 

⑷ １件500,000円以内において法律上の義務に

属する損害賠償の額を定めること。 

⑶ １件1,000,000円以内において法律上の義務

に属する損害賠償の額を定めること。 

⑸ 目的物の価格が１件500,000円以下の事件に

ついてする和解及び調停に関すること。 

⑷ 目的物の価額が１件1,000,000円以下の事件

についてする和解及び調停に関すること。 

⑹ １件100,000円未満の権利放棄に関すること。 ⑸ １件100,000円未満の権利放棄に関すること。 

⑺ 法第９条の５の規定による市の区域内に新た

に土地を生じたときの土地の確認に関するこ

と。 

⑹ 法第９条の５の規定による市の区域内に新た

に土地を生じたときの土地の確認に関するこ

と。 

⑺ 市営住宅の家賃の支払又は明渡しに係る訴え

の提起、和解及び調停に関すること。 

⑻ 議会の議決を経て締結した工事又は製造の請

負契約で、その変更に係る金額が契約金額の10

分の１の額（その額が20,000,000円を超える

ときは、20,000,000円）以内であるもの 

⑼ その経費の財源が国庫支出金又は県支出金で

ある衆議院議員、参議院議員、滋賀県議会議員

又は滋賀県知事の選挙に係る補正予算に関する

こと。 

 （大津市財産区管理会条例の一部改正） 

第２条 大津市財産区管理会条例（昭和42年条例第33号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（委員の選任） （委員の選任） 

第３条 委員は、各財産区の区域内に引き続き３カ

月以上住所を有する者で、大津市の議会の議員の

被選挙権を有する者（以下「被選挙権を有する

者」という。）のうちから市長が議会の同意を得

て選任する。 

第３条 委員は、各財産区の区域内に引き続き３か

月以上住所を有する者で、大津市の議会の議員の

被選挙権を有するもの（以下「被選挙権を有する

者」という。）のうちから市長が選任する。 
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（委員の資格および失職） 

第４条 委員は、被選挙権を有する者でなくなった

ときは、その職を失う。 

２ 前項の決定は、管理会がこれを行なうものと

し、本人の弁明を参考として出席委員の３分の２ 

（委員の資格及び失職） 

第４条 委員は、被選挙権を有する者でなくなった

ときは、その職を失う。 

２ 前項の決定は、管理会がこれを行うものとし、

本人の弁明を参考として出席委員の３分の２以上 

以上の多数決によりこれを決定する。 

３ 委員が欠けたときは、前条に準じて市議会の同

意を得て後任者を選任する。ただし、この場合の

任期は、前任者の残任期間とする。 

の多数決によりこれを決定する。 

３ 委員が欠けたときは、前条に準じて後任者を選

任する。ただし、この場合の任期は、前任者の残

任期間とする。 

 （大津市病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 大津市病院事業の設置等に関する条例（昭和41年条例第37号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（議会の議決を要する負担付きの寄付の受領等） （議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等） 
第８条 病院事業の業務に関し、法第40条第２項の

規定により定める議会の議決を要するものは、負

担付きの寄付または贈与の受領で、その金額また

はその目的物の価額が1,000,000円以上のものお

よび法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定

で、当該決定にかかる金額が500,000円以上のも

のとする。 

第８条 病院事業の業務に関し、法第40条第２項の

規定により定める議会の議決を要するものは、負

担付きの寄附又は贈与の受領で、その金額又はそ

の目的物の価額が1,000,000円以上のもの及び法

律上市の義務に属する損害賠償の額の決定で、当

該決定に係る金額が1,000,000円を超えるものと

する。 

 （大津市介護老人保健施設事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第４条 大津市介護老人保健施設事業の設置等に関する条例（平成７年条例第49号）の一部を次のように改正す

る。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（議会の議決を要する負担附きの寄附の受領等） （議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等） 

第８条 介護老人保健施設事業の業務に関し、法第

40条第２項の規定により定める議会の議決を要す

るものは、負担附きの寄附又は贈与の受領で、そ

の金額又はその目的物の価額が1,000,000円以上

のもの及び法律上市の義務に属する損害賠償の額

の決定で、当該決定に係る金額が500,000円以上

のものとする。 

第８条 介護老人保健施設事業の業務に関し、法第

40条第２項の規定により定める議会の議決を要す

るものは、負担付きの寄附又は贈与の受領で、そ

の金額又はその目的物の価額が1,000,000円以上

のもの及び法律上市の義務に属する損害賠償の額

の決定で、当該決定に係る金額が1,000,000円を

超えるものとする。 

 （大津市水道事業、下水道事業及びガス事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第５条 大津市水道事業、下水道事業及びガス事業の設置等に関する条例（昭和41年条例第38号）の一部を次の

ように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（議会の議決を要する負担付きの寄付の受領等） （議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等） 

第７条 水道事業等の業務に関し、法第40条第２項

の規定により定める議会の議決を要するものは、

負担付きの寄付または贈与の受領で、その金額ま

たはその目的物の価額が1,000,000円以上のもの

および法律上市の義務に関する損害賠償の額の決

定で、当該決定にかかる金額が500,000円以上の

ものとする。 

第７条 水道事業等の業務に関し、法第40条第２項

の規定により定める議会の議決を要するものは、

負担付きの寄附又は贈与の受領で、その金額又は

その目的物の価額が1,000,000円以上のもの及び

法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定で、

当該決定に係る金額が1,000,000円を超えるもの

とする。 
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   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


